
株式会社日本政策金融公庫（法人番号8010001120391）の役職員の報酬・給与等について（令和７年度）

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

代表取締役
総裁

代表取締役
副総裁

代表取締役
専務取締役

常務取締役

取締役

常勤監査役

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②  令和７年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和７年度における改定内容

役員報酬は、下表のとおり、本俸、特別調整手当、特別手当から

構成されている。
改定については、国家公務員の改定内容を踏まえて次のとおり実

施。
・役位別本俸月額の引上げ（＋19,000円～33,000円）
・本俸調整額の新設（月額51,800円）
・特別手当の引上げ（＋0.05ヵ月）

同上

特別手当（賞与）について、当該役員の職務実績に応じて、増額又は減額することができるこ
ととしている。

同上

同上

同上

国会で認められた予算に従い、国家公務員指定職に準じた水準としている。

同上

報酬の種類

（ア）及び（イ）の合計額

（ア）役位別本俸月額（単位：千円）

役位別本俸月額

総裁 1,224

副総裁 1,170

専務取締役 1,119

常務取締役 964

取締役 902

社外取締役 810

常勤監査役 835

非常勤監査役 709

（イ）本俸調整額　51.8千円

イ　特別調整手当 東京都特別区に在勤する役員　役位別本俸月額×0.2

ウ　特別手当

【（役位別本俸月額＋特別調整手当月額）＋（役位別本俸
月額×0.25）+｛（役位別本俸月額＋特別調整手当月額）×
0.2｝】×支給割合（＊）

（＊）支給割合：年3.5ヵ月

支給基準等

ア　本俸



２　役員の報酬等の支給状況
令和７年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

25,487 14,546 8,063 2,878
（特別調整手当）

＊

7,141 3,186 3,318 637
（特別調整手当）

令和7年6月24日 ※

22,724 13,177 6,943 2,604
（特別調整手当）

※

23,374 13,313 7,429 2,632
（特別調整手当）

◇

6,853 3,049 3,194 610
（特別調整手当）

令和7年6月24日 ◇

16,187 10,264 3,901 2,022
（特別調整手当）

令和7年6月24日 ◇

23,374 13,313 7,429 2,632
（特別調整手当）

◇

23,374 13,313 7,429 2,632
（特別調整手当）

◇

20,222 11,489 6,466 2,267
（特別調整手当）

※

5,903 2,626 2,751 525
（特別調整手当）

令和7年6月24日 ◇

14,011 8,863 3,406 1,742
（特別調整手当）

令和7年6月24日 ◇

5,903 2,626 2,751 525
（特別調整手当）

令和7年6月24日 ※

19,832 11,319 6,281 2,233
（特別調整手当）

※

4,544 1,876 2,292 375
（特別調整手当）

令和7年5月31日 ※

14,011 8,863 3,406 1,742
（特別調整手当）

令和7年6月24日 ※

20,222 11,489 6,466 2,267
（特別調整手当）

※

18,961 10,754 6,087 2,120
（特別調整手当）

※

13,140 8,299 3,213 1,629
（特別調整手当）

令和7年6月24日 ※

5,402 2,456 2,455 491
（特別調整手当）

令和7年6月24日 ◇

13,140 8,299 3,213 1,629
（特別調整手当）

令和7年6月24日 ◇

5,402 2,456 2,455 491
（特別調整手当）

令和7年6月24日 ※

13,140 8,299 3,213 1,629
（特別調整手当）

令和7年6月24日 ◇

13,140 8,299 3,213 1,629
（特別調整手当）

令和7年6月24日 ◇

A代表取締役
専務取締役

F取締役

G取締役

B常務取締役

D常務取締役

G常務取締役

D取締役

A常務取締役

C常務取締役

F常務取締役

E代表取締役
専務取締役

B取締役

C取締役

前職

A取締役

その他（内容）

代表取締役
総裁

就任・退任の状況
役名

A代表取締役
副総裁

B代表取締役
副総裁

C代表取締役
専務取締役

H常務取締役

E常務取締役

B代表取締役
専務取締役

D代表取締役
専務取締役

E取締役



10,342 10,342 0 0
（特別調整手当）

10,342 10,342 0 0
（特別調整手当）

17,585 9,968 5,654 1,963
（特別調整手当）

※

17,585 9,968 5,654 1,963
（特別調整手当）

9,130 9,130 0 0
（特別調整手当）

1,932 1,932 0 0
（特別調整手当）

令和7年6月24日 ※

9,130 9,130 0 0
（特別調整手当）

注1：「特別調整手当」とは、民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給しているものである。
注2：本表の「前職」欄の「＊」は退職公務員、「◇」は役員出向者、「※」は独立行政法人等の退職者、
　　　「＊※」は退職公務員でその後独立行政法人等の退職者であることを示す。該当がない場合は空欄。
注3：各項目で端数処理を行っているため、各項目の合計が、総額と一致しない場合がある。

３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　代表取締役
　総裁

　代表取締役
　副総裁

　代表取締役
　専務取締役

　常務取締役

　取締役

　常勤監査役

【主務大臣の検証結果】

H取締役
（非常勤）

A監査役

B監査役

D監査役
（非常勤）

F監査役
（非常勤）

I取締役
（非常勤）

E監査役
（非常勤）

役員報酬は以下の基本的な考え方に基づき、国会で認められた予算

に従い、国家公務員指定職に準じた水準としていることから、適正な水

準と判断している。
①各役職の職責及び必要とされる能力に応じたものであること。
②公庫の適切な業務運営を図るために必要な人材を確保し得る水準と
し、そうした人材の民間企業等における処遇の実情を勘案すること。
③公庫の業務及び財産の公共性に鑑み、その総額を含め、適正かつ
効率的なものとなるよう配慮すること。

同上

同上

役員報酬は上述の基本的な考え方に基づき、国会で認められた予算に
従い、国家公務員指定職に準じた水準としていることから、適正な水準
と判断している。

同上

同上

同上



４　役員の退職手当の支給状況（令和７年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

10,190 4 1 令和7年6月24日 1.9 ※

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

10,605 5 1 令和7年6月24日 1.8 ※

千円 年 月

6,878 3 0 令和7年5月31日 1.9 ※

千円 年 月

2,031 1 0 令和7年6月24日 1.8 ※

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

常務取締役B

常務取締役A

監査役

常務取締役B

判断理由

常務取締役A

　内部規定の定めに従い、外部有識者からなる評価・審査委員会において業績勘案率を
決定しており、適正な水準と判断している。

法人での在職期間

取締役

代表取締役
副総裁

取締役
　内部規定の定めに従い、外部有識者からなる評価・審査委員会において業績勘案率を
決定しており、適正な水準と判断している。

代表取締役
専務取締役

代表取締役
総裁

代表取締役
副総裁

　内部規定の定めに従い、外部有識者からなる評価・審査委員会において業績勘案率を
決定しており、適正な水準と判断している。

　内部規定の定めに従い、外部有識者からなる評価・審査委員会において業績勘案率を
決定しており、適正な水準と判断している。

特別手当（賞与）について、当該役員の職務実績に応じて、増額又は減額することができること
としており、今後も継続していく方針である。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容

　④　 給与制度の令和７年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　常勤職員の数

注：常勤の在外職員、任期付職員及び再雇用職員を含む全ての常勤職員の総数

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

全常勤職員（令和８年４月１日時点）：7,545人

うち同一の職種等により通年で給与が支給された職員（対象常勤職員）：6,250人

国会の議決を経て承認された人件費予算の範囲内で適正に執行する。
また、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）を踏まえ人件費の管理を行

う。
社会一般の情勢に適合したものとなるように考慮し、民間金融機関における給与水準、

国家公務員に対する人事院勧告等を踏まえ、労使間の協議を経て決定する。

職員の勤務成績・職務能力等を、昇降格・昇降給・グレード給・特別手当に反映させてい

る。
注：「グレード給」とは、管理職に支給する職員給のうち成績に応じて変動する部分である。

給与内容は、本俸、グレード給及び諸手当（扶養手当、勤務地手当、通勤手当、寒冷地

手当、住居手当、単身赴任手当、在宅勤務等手当、超過勤務手当、管理職特別勤務手当

及び特別手当）としている。

国家公務員の改定内容を踏まえて次のとおり実施。
・本俸月額の引上げ（＋3.340％） （令和８年１月１日施行）
・特別手当の引上げ（＋0.05ヵ月）（年末特別手当支給時に実施）
・グレード給（管理職手当）の引上げ（＋5,900円～23,900円）（令和８年１月１日施行）
・扶養手当の段階的な見直し（令和７年４月１日施行）

配偶者：令和７年度 3,000円→令和８年度以降 廃止
子 ：令和７年度 11,500円→令和８年度以降 13,000円

・通勤手当の支給限度額引上げ（１月当たり75千円→150千円）（令和７年４月１日施行）



　②-1　職種別支給状況（年俸制適用者以外）

うち通勤手当等

人 歳 千円 千円 千円 千円

4,375 41.2 7,691 5,466 155 2,225
人 歳 千円 千円 千円 千円

4,375 41.2 7,691 5,466 155 2,225
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

6 34.0 15,667 14,091 0 1,576
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 34.0 15,667 14,091 0 1,576

人 歳 千円 千円 千円 千円

35 64.1 4,684 3,841 171 843
人 歳 千円 千円 千円 千円

35 64.1 4,684 3,841 171 843

人 歳 千円 千円 千円 千円

93 63.5 4,345 3,608 154 737
人 歳 千円 千円 千円 千円

93 63.5 4,345 3,608 154 737
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再雇用職員を除く。
注2：年間給与額は、時間外手当を除く給与の額。
注3：通勤手当等は、通勤手当と在宅勤務等手当の合算。

注4：非常勤職員は、該当者がいないため記載を省略。
注5：研究職種、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）及び教育職種は、該当者がいないため記載を省略。
注6：常勤職員及び再雇用職員のうち、自動車運転手とは、自動車運転の専任者をいう。
注7：常勤職員のうち、「自動車運転手」については、該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定される
　　　おそれのあることから、「区分」欄以外は記載しないこととし、常勤職員の全体の人員、平均年齢及び
　　　令和７年度の年間給与額（平均）にも含めていない。
注8：再雇用職員のうち、「自動車運転手」については、該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定される
　　　おそれのあることから、「区分」欄以外は記載しないこととし、再雇用職員の全体の人員、平均年齢及び
　　　令和７年度の年間給与額（平均）にも含めていない。

　②-2　職種別支給状況（年俸制適用者）

うち通勤手当等

人 歳 千円 千円 千円 千円

1,737 50.4 13,351 9,025 146 4,326
人 歳 千円 千円 千円 千円

47 58.9 17,643 11,588 196 6,055
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,690 50.1 13,232 8,954 144 4,278

人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

- - - - - -

注1：常勤職員については、在外職員を除く。
注2：年間給与額は、時間外手当を除く給与の額。
注3：通勤手当等は、通勤手当と在宅勤務等手当の合算。

注4：常勤職員のうち、指定職相当職員とは、特に重要な業務を所掌する部長級をいう。
注5：非常勤職員は、該当者がいないため記載を省略。
注6：研究職種、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）及び教育職種は、該当者がいないため記載を省略。
注7：年俸制適用者の在外職員のうち、「事務・技術」については、該当者が２人のため、当該個人に関する情報が
　　　特定されるおそれのあることから、「区分」欄以外は記載しないこととし、在外職員の全体の人員、平均年齢及び
　　　令和７年度の年間給与額（平均）にも含めていない。

自動車運転手

平均年齢
総額

令和７年度の年間給与額（平均）

事務・技術

在外職員

任期付職員

事務・技術

区分

常勤職員

事務・技術

うち所定内 うち賞与人員

在外職員

人員 うち賞与

自動車運転手

事務・技術

事務・技術

事務・技術

区分

　　　

指定職相当職員

うち所定内
令和７年度の年間給与額（平均）

再雇用職員

総額
平均年齢

常勤職員



③

④

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

管理職（部長級） 380 54.6 15,318

管理職（課長級） 1,310 48.9 12,441

非管理職 4,410 41.3 7,512

⑤

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

100 100 100

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 0 0 0

％ ％ ％

         最高～最低 0 0 0

％ ％ ％

0 0 0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 100 100 100

％ ％ ％

         最高～最低 100 100 100

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

年間給与額

一律支給分（期末相当）

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員、再雇用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

平均年齢

15,887～8,867

人員
最高～最低

賞与（令和７年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

区分

17,610～13,343

注1：②の年間給与額から通勤手当等を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。
注2：年俸制適用者を含む。以下、⑤まで同じ。
注3：任期付職員を含む。以下、⑤まで同じ。

16,748～2,660

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

分布状況を示すグループ

千円
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人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員）

千

人千円



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

・年齢勘案 125.7

・年齢･地域勘案 126.8

・年齢･学歴勘案 122.7

・年齢･地域･学歴勘案 125.0

　　①　民間金融機関との比較例

当公庫

A（都市銀行）

B（都市銀行）

C（都市銀行）

D（地方銀行等）

E（地方銀行等）

F（地方銀行等）

　　②　学歴別の人員構成

大学卒 短大卒 高校卒 中学卒

当公庫 92.4% 7.2% 0.4% 0.0%

国家公務員
行政職（一）

65.1% 12.6% 22.3% 0.0%

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

8,275千円 43.0歳

8,191千円

44.5歳

注1：大学卒には修士課程及び博士課程修了者を、短大卒に
は高等専門学校卒業者を含む。

注2：当公庫のデータは、常勤職員（事務・技術職員）及び任期
付職員（事務・技術職員）のもの。

注3：国家公務員のデータは、令和７年国家公務員給与等実態
調査出所。

内容

9,209千円

42.4歳

注1：当公庫のデータは、常勤職員（事務・技術職員）及び任期
付職員（事務・技術職員）のもの。
注2：民間金融機関のデータは、有価証券報告書（令和７年３月
期）出所。

8,560千円 40.0歳

8,227千円 40.3歳

9,068千円

１　高い専門性を有する人材の確保
　当公庫の業務遂行にあたっては、企業財務に精通した人材が必要であるの
に加えて、以下に挙げる特殊・高度な専門性を有する人材の確保が必要であ
るため、大学卒・大学院卒などの採用が多くなっており、民間金融機関等の給
与水準を踏まえ、このような人材確保に見合った給与水準を維持する必要が
ある。
　具体的には、以下のような能力や専門性を有する人材の確保が必要であ
る。
・帳簿等の整備が不十分で担保力が乏しく民間金融機関のみでは適切な対
応が十分できない小企業や創業企業の実態を迅速かつ的確に把握し維持
力・将来性を適正に判断する専門的な「目利き能力」
・農林水産業者に対して民間金融機関のみでは適切な対応が十分できない
長期融資や生産技術を踏まえた幅広い経営へのアドバイスなどの特殊かつ
高度な能力・専門性
・中小企業のニーズに対応するため民間金融機関や地域の諸機関と連携し
多様な手法による事業資金を供給する担い手となる専門的な能力及び高度
なサービスを提供する能力

２　職務環境を踏まえた処遇の確保
　在職地域が都市部に比較的集中しており、また全国152ヵ所に支店を有して
いるため、業務上の必要性等から、全国規模の転勤が常態化しており、民間
金融機関等の給与水準を踏まえ、このような職務環境に見合った給与水準を
維持する必要がある。

43.8歳

8,916千円 40.8歳

３　参考となるデータ
　地域・学歴勘案の対国家公務員指数は「125.0」となり、勘案前の「125.7」か
ら「0.7」ポイント低下する。
　その他、参考となるデータは以下のとおり。

年間平均給与 平均年齢

対国家公務員
指数の状況

項目



　　③　地域別の人員構成

当公庫

国家公務員
行政職（一）

　講ずる措置

【講ずる措置】
　令和８年度も民間金融機関等の給与処遇及び人事院勧告の内容等も勘案
しつつ、平成23年度に導入した現行の人事給与制度を適正に運用すること
で、人件費の増加を抑制し、国民の理解が得られる水準とするよう取り組む。
また、平成26年４月に総合職と処遇差を設け、転勤範囲を限定した新たな職
種である「地域総合職」を導入。既存の総合職職員からの職種転換や新卒採
用による「地域総合職」の増加に伴い、人件費の増加が抑制される見込み。
加えて、平成25年に大幅に削減を実施した管理職総数について、引き続き適
正に管理・運用していくことで、人件費の増加抑制が見込まれる。

【改善策】
　上述の通り、現行の人事給与制度の適正な運用、「地域総合職」職員の増
加、管理職総数の適正な管理・運用といった措置を通じて人件費の増加を抑
制していく。

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合4.5％】
（国からの財政支出額53,904,329千円、支出予算の総額1,187,744,736千円：
令和７年度予算）
【累積欠損額：貸借対照表上の繰越利益剰余金は△2,262,990百万円（これ
により株主資本合計は15,168,955百万円）（令和６年度決算）】
【管理職の割合27.7％（常勤職員数6,100名中1,690名）】
【大卒以上の高学歴者の割合92.4％（常勤職員数6,100名中5,634名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合10.3％】
 （支出総額638,333,411千円、給与・報酬等支給総額65,806,450千円：令和６
年度決算）

（法人の検証結果）
　給与水準については、上記の高くなっている理由欄にも記載したとおりであ
り、職員全体の給与は、国会の議決を経て決定された人件費予算の範囲内
で適正に執行している。収益性のみならず、政策金融機関としての特性も十
分に考慮しながら、政策金融を的確に実施し適切に管理している。

（主務大臣の検証結果）
　日本公庫においては、業務を遂行するに際して、中小零細企業・農林事業
者向けの融資、債権管理、回収、リスク管理等に関する高い職務能力が必要
であることから、高度な専門性を有する人材確保のため、同種の民間金融機
関の給与水準等を踏まえる必要性がある。
　また、日本公庫が、全国に支店網を展開し、かつ、職員の転居を伴う広範囲
で頻繁な転勤を要求する勤務環境を形成していることも踏まえる必要性があ
る。
　従って、こうした理由から日本公庫の給与水準が国に比べて高くなっている
ものと認められる。
　一方で、給与水準は国家公務員を上回っていることから、今後も給与水準
の引下げの努力が引き続き求められる。

18.2%

77.7%

注3：国家公務員のデータは、令和７年国家公務員給与等実態
調査出所。

81.8%

１～５級地 非支給地

22.3%

注1：区分は、国家公務員の地域手当支給地区分による。

注2：当公庫のデータは、常勤職員（事務・技術職員）及び任期
付職員（事務・技術職員）のもの。



４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

（扶養親族がいない場合）
○ 22歳（大卒初任給）

月額254,000円 年間給与3,835,000円
○ 35歳（本部上席課長代理）

月額506,170円 年間給与8,427,000円

○ 50歳（本部課長）
月額761,960円 年間給与13,342,000円

※ 扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者3,000円、子１人につき
11,500円）（令和７年度）を支給。

職員の勤務成績・職務能力等を、昇降格・昇降給・グレード給・特別手当
に反映させており、今後も継続していく方針である。



Ⅲ　総人件費について

令和６年度 令和７年度

千円 千円 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　定年制度及び60歳以上の職員の給与制度

Ⅴ　その他

注：各項目で端数処理を行っているため、各項目（(A)～(D)）の合計が、総
額（A＋B＋C＋D）と一致しない場合がある。

最広義人件費
86,763,997 87,531,139 767,142 (0.9%)

福利厚生費
12,372,568 12,738,255 365,687 (3.0%)

非常勤役職員等給与
4,224,451 4,245,548 21,097 (0.5%)

退職手当支給額
4,360,528 2,166,694 △ 2,193,834 (△50.3%)

68,380,642 2,574,192 (3.9%)
給与、報酬等支給総額

65,806,450

区　　分 比較増減

１ 対前年比状況
令和７年度においては、「給与、報酬等支給総額」が前年度比＋3.9％、「最広義人件費」が前年

度比＋0.9％となった。これは、国家公務員の改定内容を踏まえてベースアップ及び賞与支給月数
の増加等を実施したことにより「給与、報酬等支給総額」が増加した一方で、定年年齢の引上げに伴
い定年退職者数が減少したことにより「退職手当支給額」が減少したことが主な要因となっている。

２ 人件費削減の基本方針

株式会社日本政策金融公庫については、「経済危機対策」（平成21年４月10日閣議決定）を受け

て、経済危機対応業務に支障を来たすことがないよう業務を着実に実現する必要があるため、経済

危機対策が時限的な措置であることを踏まえ、経済危機対応業務が終了する平成25年度末までに、

当初設定した総人件費改革の削減目標（人員数5.0％減）を実現することとしていた。平成25年度ま

でに目標を達成済。

３ 役職員退職手当の引下げ
「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定）に基づき、役員退

職手当については平成30年１月１日以降、国家公務員の引下げ幅（△3.39％）と同じとなる支給水
準の引下げを実施した。

また、職員については、就業規則の変更等を要したことから、所要の手続を経て平成30年４月１日
以降、国家公務員の引下げ幅と同水準となる引下げを実施した。

職員の令和８年度の定年年齢は62歳。国家公務員と同様に、令和５年度から２年に１歳ずつ、令和
13年度に65歳となるまで段階的に引き上げる。

60歳以降は原則管理職以上には区分せず、60歳前の職務経験に応じた５区分の本俸（シングル
レート、60歳前の７割程度の水準）を適用。

特になし。


